
公印 ＮＯ．２

評価判断基準 達成指標 成果・課題 評価 改善策 (A) 学校関係者評価記入欄

市指定の教職員アンケートの
「個人に関わる内容」で、５段階
評価の平均で判断

４以上 ＝A ３．５以上＝B
３以上 ＝C ２．５以上＝D
２．５未満＝E

２５年度、教職員アンケートでは５
段階評価でBであった。
２６年度は５段階評価でAを目指
す。
・H25：7項目平均3.6→H26：7項目
平均3.54

○7項目中、5項目で昨年度よりも
平均点が低下、3項目で高くなっ
た。項目3・4において否定群の回
答が少し高い。項目4・5において
は平均点及び肯定群の割合が大
幅に高くなり、個の能力発揮や取
組の振り返りについて成果があっ
た。最も平均の低かった項目７に
ついては、課題が残る。

Ｂ

○個々の取組が教育課程の中で
どのような位置づけであるかを意
識した取組となるよう改善。
○職業能力育成型人事評価制
度の有効的な活用
○学校経営計画等の共通理解
○研究体制や校内分掌の見直し

市指定の教職員アンケートの
「教職員相互に関わる内容」
で、５段階評価の平均で判断

４以上 ＝A ３．５以上＝B
３以上 ＝C ２．５以上＝D
２．５未満＝E

２５年度、教職員アンケートでは５
段階評価でCであった。
２６年度は５段階評価でBを目指
す。
・H25：5項目平均3.1→H26：5項目
平均3.45

○5項目中、4項目で平均点が昨
年度より高くなった。残りの1項目
も昨年と同様の平均3.8点と高い
状況。特に項目1・2については4
点台と高く教職員同士の連携部
分では成果があったと考える。し
かし、項目3・4の平均点が昨年度
より高くなったとはいえ、2点台で
あり低位となっている点が課題で
ある。

Ｃ

○教員ミドルリーダーの育成
○コミュニケーションを重視した
職場の雰囲気づくり
○教員人事面接の充実
○学校組織マネジメントに関する
研修の実施
○ワークライフバランス（リーフ
レット）の資料による研修の実施
（業務の連携等）

市指定の教職員アンケートの
「校務分掌に関わる内容」で５
段階評価の平均で判断

４以上 ＝A ３．５以上＝B
３以上 ＝C ２．５以上＝D
２．５未満＝E

２５年度、教職員アンケートでは５
段階評価でCであった。
２６年度は５段階評価でBを目指
す。
・H25：4項目平均3.0→H26：4項目
平均3.1

○項目3については0.5Ｐ低下し仕
事量についての負担感が大きく
なったと感じている状況。
○その他の3つの項目ではすべ
てで平均点が高くなり改善傾向で
ある。

Ｃ

○研究組織や校内分掌の見直し
○各主任との協議を図り、組織
の活性化に取り組む
○校内サーバーを活用したグ
ループウェアの実施・充実
○学校組織マネジメントに関する
研修の実施

市指定の教職員アンケートの
「学校評価に関わる内容」で５
段階評価の平均で判断

４以上 ＝A ３．５以上＝B
３以上 ＝C ２．５以上＝D
２．５未満＝E

２５年度、教職員アンケートでは５
段階評価でBであった。
２６年度は５段階評価でAを目指
す。
・H25：6項目平均3.7→H26：6項目
平均3.6

○学校評価の必要性については
平均点が4.4Ｐとかなり高くなっ
た。
○その他の５つの項目について
は、すべてで平均点が微減して
いる。昨年度に比べ学校経営・運
営ビジョンの明確さや新しい課題
への対応面で低位となり課題が
ある。

Ｂ

○さらなる課題の共有の必要性
○新しい課題への対応として各
取組の具体的見直しを図る
○学校経営計画のさらなる共通
認識
○研究組織や校内分掌の見直し
○保護者への情報提供の工夫と
評価をより適切に反映できるシス
テムの構築

Ｃ

○学校経営計画の共通理解
○職業能力育成型人事評価制
度の有効活用

特別な支援を必要とする児童
生徒に対する「個別の指導計
画」の作成率で判断（発達障害
等、傾向も含めた対象児童生
徒を母数とする）。
１００％＝A ９０％＝B
８０％ ＝C ７０％＝D
６０％ ＝E

２５年度は５段階評価でＥであっ
た。
２６年度は５段階評価でDを目指
す。
・H25：特別支援学級の生徒のみ
作成→H26：特別支援学級の生徒
及び支援を要する生徒１年１名に
ついて追加作成（5人/8人：
62.5％）

○個別の指導計画については、
中部教育事務所指導主事の支援
を継続する中で特別支援学級生
徒以外にも作成を推進中であり、
特に緊急性の高い生徒について
は、支援会議を持って対応でき
た。
○支援会議の充実、継続。

Ｅ

○特別支援教育の校内支援会
議の充実
○各学年で達成目標を立てて、
共通理解のもと指導を継続
○通常学級にいる支援を要する
生徒についてもさらに個別の指
導計画を作成する

（体罰を含む）不祥事防止につ
いての研修を年間に何回行っ
たかで判断する。
年間４回以上実施 ＝ Ａ
年間３回 ＝ Ｂ
年間２回 ＝ Ｃ
年間１回 ＝ Ｄ
年間０回 ＝ Ｅ

２５年度は5段階評価でAであっ
た。
２６年度は5段階評価でAをめざ
す。
・H25：4回→H26：4回

○不祥事の防止に向け冊子や資
料等を使って実施できた。
○毎年、定期的な実施（1学期当
初、夏期、冬期、年度末）となるよ
う計画していく。 A

○冊子｢信頼される学校づくりの
ために｣を活用して定期的な服務
研修を実施。
○事例研修の実施。
○校内研修における不祥事防止
策の協議検討。

校内けがの発生率で判断。
（スポーツ振興センターにか
かった年間の件数÷児童生徒
数×１００）
・４％未満＝Ａ ・８％未満＝Ｂ
・１２％未満＝Ｃ
・１６％未満＝Ｄ
・１６％以上＝Ｅ

２５年度は５段階評価でＥであっ
た。
２６年度は５段階評価でDを目指
す。
・H25：発生率23％（23件）→H26：
発生率32％（32件）

○十分な準備運動と生徒の実態
に応じた練習内容の工夫などを
行ってきたが、部活動中の発生
件数が17件と多い。
○登下校中や休み時間中のけが
の発生も注意しながら少なくして
いく。

Ｅ

○生徒会保健委員会の全校へ
の啓発活動を充実させる・・・｢校
内でのケガの発生ケース｣につい
て取り組む

マニュアルを活用した防災訓練
（地震・火事）の実施率で判断。

年間５回以上実施 ＝ Ａ
年間４回 ＝ Ｂ
年間３回 ＝ Ｃ
年間２回 ＝ Ｄ
年間１回 ＝ Ｅ

２５年度は５段階評価でCであっ
た。
２６年度は５段階評価でBを目指
す。
・H25：2回→H26：4回

○地震津波避難訓練を4回実施
したが、そのうち1回は雨天のた
め防災アドバイザーによる講演
が中心となった。
○総合的な学習の時間を中心に
防災教育については年間を通じ
て実施。
○参観日に避難訓練を実施し保
護者にも状況を見てもらうなど防
災意識の向上を図った。

Ｂ

○３年間を見通した｢総合的な学
習の時間｣での防災教育の充実
○｢自助・公助・共助｣の実践
○学校防災マニュアルに添った
避難訓練の実施と見直し

Ｃ

○特別支援教育の視点からの学級
経営、授業づくりの研究推進
○防災及び事故防止等の安全教育
の推進と安全な学校づくり

○学校の安全・安心は子どもた
ちにとって一番重要なことだと思
います。下の端の総合評価が大
きな枠で言えばＣということで昨
年度と変わらないということだ
が、これがＢ、Aというように上昇
させなければならないと意識し
てほしいと思う。

○意見と言うよりも提案になる
かも知れないが、例えば土砂災
害などは頻繁に起こっている状
況（危険）であるので、地震対
策、防災に関わって、もっと教科
教育の中で指導できないか。

学校評価をシステム
を活用した組織の活
性化が図られている
か

重点項目

２

か
わ
ろ
う
学
校

学校全体で課題の共
有による、協同的な
取り組みが図られて
いるか

●特別支援学級生徒及び通常の学級に在籍する特別な支援を要する生徒への支援体制の構築
●支援を要する生徒との人間関係づくりについて教職員全体で共有
●専門委員会を中心により良い学校生活の過ごし方についての啓発活動を実施
●危機管理マニュアルの確認

特別支援教育の充実

安
心
・
安
全
な
学
校
づ
く
り

服務規律の徹底

土佐市立土佐南中学校

○特に意見はありませんでし
た。

学校関係者評価を踏まえての改善点：
◇特別支援教育にかかる校内研修の実施及び充実により個別の支援計画作成割合を高める。
◇校内の事故防止に向けて、リスクマネジメントの視点を持って取り組むと同時に「ケガの発生ケース」別から見た対応方法や予防指導のあり方について校内で共有する。
◇教科指導の中でも防災や減災等に関連する分野を検討する。（危険のさらなる洗い出し）
◇職業能力育成型人事評価制度の有効的な活用、学校経営計画等の共通理解、研究体制や校内分掌の見直し。
◇学校組織マネジメントに関する研修の実施や教員ミドルリーダーの育成。

教職員個人に対する
学校参画の意識の育
成が図られているか

評価項目

校内の事故（けが）の
防止

＜防災訓練の推進＞

校務分掌の見直しに
より組織の活性化が
図られているか

●保護者アンケートによる検証の継続
・組織の開かれ度・教職員の服務・態度

●校務分掌・組織の見直し、校務の効率化→ショートの職員会の設定・学校PCネットワークの活用
●小中連携事業の組織化→｢土佐南中学校区学力向上小中連携推進事業｣の推進

学
校
組
織
の
活
性
化


